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施設使用料等に関する考え方について 

１ 施設使用料等に関する基本的な考え方 

以下の観点を総合的に考慮したうえで、施設使用料等（以下、「使用料」とい

う。）を徴収するかどうか、また徴収する場合の金額を決定します。 

 

①サービス原価の算定 

  市が提供するサービスに係る経費を原価計算方式により算定し、これを

使用料算出の基礎的な根拠とします。 

 ※施設の取得等に係る資本的経費（用地取得費、建設費（減価償却費）等）は、原則

として、サービス原価に含めないこととしますが、施設の特性からサービス原価に

資本的経費を算入する方が、受益者と非受益者との公平性の観点で望ましい場合に

は、含めることができることとします。 

 

②サービスの性質に応じた適正な負担割合の設定 

  施設において提供するサービスを性質別に分類し、その分類ごとに公費

負担と利用者負担の割合を設定し、これを使用料算出の基礎的な根拠とし

ます。 

 

③施設の管理運営に係る収支改善努力 

  施設の維持管理に係る経費やサービスの提供に係る経費が使用料の根拠

となるため、継続的に事務の効率化を行い、より低廉な料金で質の高いサ

ービスが提供できるよう、事務経費の削減に努めます。 

  また、施設の稼働率の向上やサービス利用者の増加が、結果として使用

料の軽減につながるため、積極的な PR やサービス向上等に努めます。 

 

④同種施設（市有・近隣自治体・民間）との均衡 

  ①及び②に基づいて算出した使用料と市有、近隣自治体、民間の同種の

施設の使用料との間に、著しい乖離が生じる場合には、これを考慮して、

一定の調整を行うこととします。 

 

⑤利用区分による対応 

  利用者の属性（年齢区分、市内・市外区分等）や利用の目的（営利・非

営利区分等）、利用時間帯（午前・午後・夜間区分、平日・休日区分等）等

の違いに関する公平性の確保のため、サービスの目的や性質に応じて、こ

れらの利用区分による料金差を設けることができることとします。 

 

 

資料７ 

第１回財政健全化推進市民会議(H27.8.5)資料 



 

- 2 - 

 

⑥減免基準の明確化 

  減免は、受益者負担の原則の例外であり、政策的な見地からの特例措置

です。このため、減免の範囲は極力限定して、基準の明確化及び整理を行

うこととします。 

 

⑦利用しやすさへの配慮 

  使用料の見直しの結果、利用料金が施設の機能や立地条件、サービス内

容などに見合ったものと感じられなくなり、利用者の大幅な減少を招くこ

とになっては、収入の減少を招くだけでなく、施設やサービスの目的が果

たされないこととなります。 

  このため、①～⑥に基づいて算出した使用料では、利用者の大幅な減少

が見込まれる場合には、利用者の視点から利用しやすい料金であることに

も一定の配慮を行います。 

 

⑧激変緩和措置 

  ①～⑦に基づいて算出した使用料が、現行の料金を大幅に上回る場合、

市民の急激な負担増を避けるため、段階的な料金改定とするなど緩和措置

を講じることとします。 

 

⑨定期的な見直しの実施 

  使用料については、社会経済情勢やサービス内容の変更等を考慮して、

概ね５年に一度、見直すこととします。 

  また、この「施設使用料等に関する考え方」についても、必要に応じて、

適宜見直すこととします。  
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２ サービスの性質別負担割合の考え方 

施設において提供するサービスには、不特定多数の市民が利用するもの、特

定の限られた市民が利用するもの、民間では提供されにくいもの、民間でも類

似のサービスが提供されているものなど、多岐にわたっており、公平性・公正

性の観点から、サービスの性質の違いも考慮して、負担割合を決定する必要が

あります。 

そのため、各サービスを「必需的か選択的か」（選択性）、「非市場的か市場的

か」（市場性）という２つの基準をもとに分類し、下記のとおり公費と利用者の

負担割合を設定します。 

 

【行政サービスの性質分類】（イメージ図） 

 

 

市場的（収益性高） 

必需的 

（全市民） 

 

（市場的・必需的サービス） 

民間でも提供されているが、市民に

必要とされる社会保障的要素を含

むサービスや社会基盤として必要

なサービス。 

 

 
利用者負担と公費負担 

 

 

 

（市場的・選択的サービス） 

民間でも提供されており、選択性

が高い。個人の価値観や嗜好の違

いによって必要性が異なるサービ

ス。 

 

 

利用者負担中心 
 

 
選択的 

（特定市民）  

（非市場的・必需的サービス） 

公共性が高く、民間での提供は難し

い。市民の大半が利用する、又は市

民の身体・財産の保護に欠かせない

必需的な公共サービス。 

 

 

公費負担中心 
 

 

 

（非市場的・選択的サービス） 

公共性が高く、民間での提供は難

しいが、選択性が高い。個人の価

値観や嗜好の違いによって必要性

が異なる公共サービス。 

 

 

公費負担と利用者負担 
 

非市場的（収益性低） 

 

  

公共性 弱 

公共性 強 

公共性 中 

公共性 中 
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各サービスの負担割合は、行政サービスの性質分類の考え方に従って、選

択性・市場性の度合いにより、下図のとおり９象限に分類して設定します。 

 

【利用者負担割合】 

市場的 
50% 

（公費負担 50%） 

75% 

（公費負担 25%） 

100% 

（公費負担 0%） 

 
25% 

（公費負担 75%） 

50% 

（公費負担 50%） 

75% 

（公費負担 25%） 

非市場的 

0% 

（公費負担 100%） 

25% 

（公費負担 75%） 

50% 

（公費負担 50%） 

 
必
需
的 

 
選
択
的 

 

３ 今後の進め方について 

今後、市民や市議会との意見交換を行いながら、個々の使用料について、

サービス原価の算定及び負担割合の設定を行い、順次見直しを検討していき

ます。 

また、現在、使用料を徴収していないサービスについても、この「施設使

用料等に関する考え方」に基づいて検証し、使用料の徴収に係る経費の費用

対効果も考慮したうえで、必要に応じて使用料を求めていくこととします。 

なお、一度見直した使用料についても、社会経済情勢やサービスに係る収

支改善等を的確に反映するため、概ね５年に一度、状況を評価・検証し、必

要に応じて見直しを行います。 


